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厚生年金や国民年金などの公的年金では、年金財政を健全化するために給付水準の引き下げが予定

されている。しかし、少子高齢化が改善する見込みは高くなく、将来にさらなる年金改革が行われる

のではないかと予想する人も多い。年金改革の 1つの可能性として、支給開始年齢の引き上げが考え

られる。現在の公的年金の支給開始年齢は 65歳であるが、米国やヨーロッパでは、65歳から 66～67

歳に既に引き上げられている国もある。そこで、日本でも同様に支給開始年齢の引き上げが行われる

のではないかと予測する人も多いだろう。 

公的年金は老後の生活費の中心となるはずだが、受けとれる年齢が上がるとすれば、それまでの間、

自分で生活費を用意する必要がある。支給開始年齢が引き上げられる可能性が高いと考えている人は、

どのような行動をするだろうか。老後の準備を行うには様々な手段がある。将来に必要なお金が足り

ないならば、現在は節約して将来に備えた貯蓄を増やすことが考えられる。あるいは、株式や株式投

信へ投資することもできる。短期的には値下がりリスクはあるが、長期投資により高いリターンを狙

うことで、老後に必要な金融資産を増やせる可能性がある。資産運用を行うであれば、NISA（ニーサ：

少額投資非課税制度）や、iDeco（イデコ：個人型確定拠出年金）などの、税制メリットがある制度を

利用することもできる。 

NISAとは、毎年一定金額の範囲内で購入した株式や株式投信などの金融商品から得られた運用益が

非課税になる制度である。iDeco とは、毎年一定金額の範囲内で掛金を拠出し、預金や株式投信など

の予め用意された金融商品で運用して、60歳以降に年金や一時金を受け取れる年金制度のことである。

掛金や運用益が非課税になる。長期投資では複利の効果により非課税メリットは大きい。 

そこで、2017 年 3月に 30～60 歳代の男性を対象に Web上で実施した独自アンケートの結果を利用

して、公的年金の支給開始年齢の引き上げの可能性と、将来に備えた貯蓄との関連性を調べてみた。

「公的年金の支給開始年齢が、将来的に、２歳引き上げられる可能性」について、(1)可能性は低い、

(2)どちらとも言えない、(3)可能性は高い、の 3段階に区分して、(a)将来に備えるための毎月の貯蓄

額（単位：月万円）、(b)株式や株式投信を保有する家計の割合、(c)NISAに加入している家計の割合、

(d)iDecoを知らない家計の割合、を比較したのが図表１である。 
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(a)の将来に備えるための毎月の貯蓄額は、公的年金の支給開始年齢が引き上げられる、(1)可能性

が低いと考える人の平均額は 5.1万円、(3)可能性が高いと考える人の平均額は 5.2万円であった。そ

の差（＝(3)高―(1)低）は、0.1万円であり、統計学的に有意な差はなかった。一方、(b)の株式・株

式投信を保有する家計の割合では、(1)可能性低では 45.4％であるのに対して、(3)可能性高では

55.3％であり、その差は 9.9％であった。支給開始年齢が引き上げられる可能性が高いと考える家計

の方が、リスクをとって運用する傾向がある。 

(c)の NISAに加入している家計の割合では、(1)可能性低では 28.0％であるのに対して、(3)可能性

高では 35.6％に上昇している。また、(d)の iDecoを知らない家計の割合では、(1)可能性低では 27.9％

であるのに対して、(3)可能性高では 9.7％に減少している。支給開始年齢が引き上げられる可能性が

高いと考える家計の方が、NISAの加入率が高まる傾向、iDecoを知らないと答える家計の比率が低ま

る傾向がある。 
 

図表１：公的年金の支給開始年齢引き上げの可能性と将来に向けた貯蓄との関係 

 

注：***は welch 法による平均値の差の検定で有意水準 1％、**は同 5％、*は同 10％を表す。 

 

公的年金の支給開始年齢の引き上げは、家計のライフサイクルに大きな影響があることが予想され

る。支給開始年齢が引き上げられると言われても、家計は現在の消費を急に減らして、貯蓄を増やす

ことは難しいはずである。リスクはあるが高い期待リターンが狙える金融商品へ資産配分を変更する

ことは、現在の消費水準を大きく変えなくて済むため、容易のように見える。しかし、過去の研究等

によれば、リスク資産投資へは簡単には進まないものと思われる。「貯蓄から投資へ」の政策を進める

手法についての研究の蓄積が必要であろう。 

株式や株式投信で老後に備えた長期の運用をするならば、NISAや iDecoのような税制上のメリット

がある制度を利用した方が良い。アンケート調査の結果では、支給開始年齢の引き上げの可能性の違

いで、これらの制度の加入率や認知率に差があった。支給開始年齢の引き上げの議論が本格化する前

に、将来に備える手段であるこれらの制度の認知率や加入率を高めていくことが課題であろう。 

(1)  可能性

低い

(2)どちら

ともいえない

(3)可能性

高い

(a)将来に備えるための毎月の貯蓄額 平均 5.1 5.1 4.9 5.2 0.1

（単位：月万円） 標準偏差 (5.4) (5.3) (5.0) (5.7) (0.4)

サンプル数 1,693 326 543 824

(b)株式・株式投信を保有する家計の割合 平均 50.8% 45.4% 47.1% 55.3% 9.9% ***

標準偏差 (50.0%) (49.9%) (50.0%) (49.7%) (3.3%)

サンプル数 1,693 326 543 824

(c)NISAに加入している家計の割合 平均 34.2% 28.0% 35.1% 35.6% 7.6% **

標準偏差 (47.5%) (45.0%) (47.8%) (47.9%) (3.5%)

サンプル数 1,399 225 427 747

(d) iDecoを知らない家計の割合 平均 16.8% 27.9% 21.0% 9.7% -18.2% ***

標準偏差 (37.4%) (44.9%) (40.8%) (29.6%) (2.7%)

サンプル数 1,693 326 543 824
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